
［標準様式例７-３］

業 務 の 名 称 光ファイバネットワーク更新に関する機能等検討業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　深澤　淳志
埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１
支出負担行為担当官 北海道開発局開発監理部長　是川　聡一
北海道札幌市北区北８条西２丁目
支出負担行為担当官　東北地方整備局長　小池　剛
宮城県仙台市青葉区二日町９－１５
支出負担行為担当官　北陸地方整備局長　野田　徹
新潟県新潟市中央区美咲町１－１－１
支出負担行為担当官　中部地方整備局長　梅山　和成
愛知県名古屋市中区三の丸２－５－１
支出負担行為担当官　近畿地方整備局長　池内　幸司
大阪府大阪市中央区大手町１－５－４４
支出負担行為担当官　中国地方整備局長　栗田　悟
広島県広島市中区上八丁堀６－３０
支出負担行為担当官　四国地方整備局長　三浦　真紀
香川県高松市サンポート３－３３
支出負担行為担当官　九州地方整備局長　岩﨑　泰彦
福岡県福岡市博多区博多駅東２－１０－７
支出負担行為担当官　沖縄総合事務局　開発建設部長　小平田　浩司
沖縄県那覇市おもろまち２－１－１

契 約 年 月 日 平成２５年１１月５日

契 約 業 者 名 （一社）建設電気技術協会

契 約 業 者 の 住 所 東京都港区赤坂１－３－６

契 約 金 額 ￥１３，９６５，０００円（税込み）

予 定 価 格 ￥１４，２６９，５００円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

 本業務を遂行するためには、高度な技術や経験を必要とするこ
とから、技術力、経験、業務体制、特定テーマなどを含めた技
術提案を求め、公平性、透明性及び客観性が確保される簡易公
募型プロポーザル方式に準じた方式により選定を行った。
 （一社）建設電気技術協会は、技術提案書をふまえ当該業務を
実施するのにふさわしい業者であり、上記業者と契約を行うも
のである。

業 務 場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１　関東地方整備局

業 種 区 分 土木関係建設コンサルタント業務

履 行 期 間 （ 自 ） 平成２５年１１月６日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成２６年２月２８日

備 考

適用法令
会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

備考

契約結果及び契約の内容

 本業務は、国土交通省の基線系光ファイバ通信ネットワークの
更新に関して、具体的な更新計画を検討するとともに、通信
データ容量、設置条件、機器の機能条件等の機能検討を実施
し、導入に向けた検討を行うものである。

公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに、備考欄に単価契約で
ある旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。


